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(百万円未満切捨て)
１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期 14,807 8.6 2,045 7.1 1,964 12.4 1,425 26.1

29年３月期 13,629 4.6 1,909 11.8 1,747 13.7 1,130 41.2
(注) 包括利益 30年３月期 1,158百万円( △0.9％) 29年３月期 1,168百万円( 91.8％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年３月期 53.99 － 11.2 9.3 13.8

29年３月期 42.78 － 9.6 8.4 14.0
(参考) 持分法投資損益 30年３月期 －百万円 29年３月期 －百万円
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期 20,870 13,263 63.4 501.24

29年３月期 21,537 12,288 57.0 464.72
(参考) 自己資本 30年３月期 13,233百万円 29年３月期 12,267百万円
　

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

30年３月期 2,562 △1,016 △1,875 2,457

29年３月期 2,038 △1,078 △39 2,793
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年３月期 － 0.00 － 7.00 7.00 185 16.4 1.6

30年３月期 － 0.00 － 8.00 8.00 211 14.8 1.7

31年３月期(予想) － 0.00 － 9.00 9.00 15.8

　

　

３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 7,250 9.6 820 0.7 740 △5.4 490 0.6 18.56

通 期 15,750 6.4 2,250 10.0 2,100 6.9 1,500 5.2 56.82
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 －社 (社名)－ 、除外 －社 (社名)－
　

　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期 26,475,880株 29年３月期 26,475,880株

② 期末自己株式数 30年３月期 74,518株 29年３月期 77,107株

③ 期中平均株式数 30年３月期 26,400,409株 29年３月期 26,427,599株
　

(注)役員向け株式交付信託が保有する当社株式が、期末自己株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含まれております。

　

(参考) 個別業績の概要
１．平成30年３月期の個別業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期 9,545 5.3 959 △9.6 1,055 △6.5 711 △2.6

29年３月期 9,063 3.8 1,062 7.0 1,129 10.7 730 27.4
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

30年３月期 26.95 －

29年３月期 27.65 －
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

30年３月期 15,884 12,462 78.5 472.06

29年３月期 15,977 11,946 74.8 452.54

(参考) 自己資本 30年３月期 12,462百万円 29年３月期 11,946百万円
　

　

　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等
は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況(４)今後の見通し」をご覧ください。
・当社は、平成30年５月10日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。当日使用する決
算説明会資料を開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当企業集団の当連結会計年度における売上高は14,807百万円（前連結会計年度比1,178百万円増、同8.6％増）、

営業利益2,045百万円（前連結会計年度比135百万円増、同7.1％増）、経常利益1,964百万円（前連結会計年度比217

百万円増、同12.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,425百万円（前連結会計年度比294百万円増、同26.1

％増）となりました。

　主な要因は次のとおりであります。

売上高は、日本国内において平成29年１月と４月に償還価格の引下げが行われましたが、米国子会社Ortho

Development Corporation（以下「ODEV社」）製製品の売上が堅調に推移したことから、前連結会計年度比5.3％増

の9,545百万円と伸張しました。米国においても人工関節製品の売上が堅調に推移し、外部顧客への売上高はUSドル

では前連結会計年度比13.5％増、また円安の影響を受け円換算後は前連結会計年度比15.2％増の5,262百万円となり

ました。

　人工関節分野は、日本において「Alpine セメンテッドヒップステム」等の売上が堅調に推移したこと、米国にお

いて人工股関節製品「Legend Acetabular Cup」や人工膝関節製品の売上が堅調に推移したことにより、日本国内及

び米国の売上高合計は前連結会計年度比8.1％増（日本国内0.2％減、米国16.4％増）の9,664百万円と伸張しまし

た。

　骨接合材料分野は、「ARISTO ネイルシステム」や「MDMプリマヒップスクリューシステム」の売上が順調に推移

し、日本国内の売上高は前連結会計年度比7.8％増の3,182百万円と伸張しました。

　脊椎固定器具分野は、「IBIS スパイナルシステム」の売上が堅調に推移し、日本国内及び米国の売上高合計が前

連結会計年度比7.8％増（日本国内11.0％増、米国36.0％減）の1,670百万円と伸張しました。

売上原価率は、円安の影響や償還価格の引下げもありましたが、引き続き製造原価の低減に努めたことや自社製

品売上高比率が88.6％（前連結会計年度は87.5％）に上昇したことにより、28.1％（前連結会計年度は28.8％）と

なりました。

販売費及び一般管理費合計は、給料及び手当、支払手数料の増加等により、前連結会計年度比10.2％増の8,596百

万円となり、売上高販管費率は58.1％（前連結会計年度は57.2％）となりました。

　営業利益は、売上高の増加、売上原価率の改善により、2,045百万円（前連結会計年度比7.1％増）となりまし

た。

経常利益は、営業外収益として為替差益49百万円など65百万円を計上し、営業外費用として、支払利息124百万円

など146百万円を計上した結果、1,964百万円（前連結会計年度比12.4％増）となりました。

特別損益は、医療工具などの固定資産除却損45百万円及び遊休資産の減損損失186百万円を特別損失として計上し

ました。

その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、2017年12月22日付米国連邦法人税の税率引下げを受け、繰延税

金資産・負債の再評価等を行った結果、1,425百万円（前連結会計年度比26.1％増）となりました。

　

（参考）主要品目別連結売上高

セグメントの名称及び品目

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

前年度比

金額（千円） （％）

医療機器類

日本 9,545,525 105.3

人工関節 4,469,522 99.8

骨接合材料 3,182,977 107.8

脊椎固定器具 1,603,959 111.0

人工骨 198,570 173.0

その他 90,494 127.1

米国 5,262,201 115.2

人工関節 5,195,196 116.4

脊椎固定器具 67,004 64.0

合計 14,807,726 108.6

(注)1 セグメント間の取引については相殺消去しております。また、上記金額に、消費税等は含まれておりません。
2 前連結会計年度において、「日本」の「その他」に含めていた「リゾルブ ハロー システム（頚椎牽引装
具）」は、当連結会計年度より「脊椎固定器具」に含めて表示しています。なお前年度比は前期実績を組替え
た数値で比較しております。
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各セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(日本)

　売上高は、ODEV社製骨接合材料「ARISTO ネイルシステム」やODEV社製脊椎固定器具「IBIS スパイナルシステ

ム」等の自社製品の売上及び人工骨の売上が堅調に推移しました。自社製品売上高比率の上昇等により売上原価率

が38.4％（前連結会計年度は39.1％）に改善した一方で、給料及び手当、研究開発費等の増加により販売費及び一

般管理費が増加したことから、営業利益は前連結会計年度を下回りました。

　その結果、当セグメントの売上高は9,545百万円（前連結会計年度比5.3％増）、営業利益は959百万円（前連結会

計年度比9.6％減）となりました。

(米国)

　売上高は、既存顧客への販売の拡大及び新規顧客の増加により人工関節製品の売上高が伸張しました。その結果、

内部売上高を含んだ当セグメントの売上高は8,354百万円（前連結会計年度比20.3％増）、営業利益は1,002百万円

（前連結会計年度比103.0％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

① 資産

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末と比べ667百万円減少し、20,870百万円となりまし

た。主な減少は、現金及び預金335百万円、原材料及び貯蔵品282百万円、有形固定資産369百万円であり、主な増

加は、受取手形及び売掛金442百万円であります。

② 負債

負債合計は、前連結会計年度末と比べ1,642百万円減少し、7,607百万円となりました。主な減少は、短期借入

金852百万円、長期借入金693百万円であります。

③ 純資産

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ975百万円増加し、13,263百万円となりました。主な増加は、利益剰余

金1,240百万円であります。

　その結果、当連結会計期間末の自己資本比率は63.4％（前連結会計年度末は57.0％）となりました。

　

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ335百万円減少し、

2,457百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは2,562百万円の収入（前連結会計年度は2,038百万円の収入）となりまし

た。収入の主な内訳は税金等調整前当期純利益1,732百万円、減価償却費1,014百万円であります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは1,016百万円の支出（前連結会計年度は1,078百万円の支出）となりまし

た。支出の主な内訳は有形固定資産（専用医療工具等）の取得による支出1,001百万円であります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは1,875百万円の支出（前連結会計年度は39百万円の支出）となりました。

支出の主な内訳は長期借入金の返済による支出849百万円、短期借入金の純減少額498百万円であります。
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（４）今後の見通し

国内における医療機器業界を取り巻く環境は、社会保障関連費の財源問題等により今後も償還価格は下落し、引

き続き厳しい市場環境が継続すると想定しております。また、国は少子高齢化社会の到来による急速な人口構造の

変化に伴う社会保障関係費の増加が避けられない状況下、単なる負担増と給付削減による現行制度の維持を目指す

のではなく、世界最高の健康水準を維持すると同時に、保健医療分野における技術やシステムの革新を通じて、経

済成長に寄与していくとの方向性を打ち出しており、当社に求められる役割も変化していくものと考えておりま

す。

　一方、海外市場(北米・中国ほか)においては、高齢人口の増加に伴い整形外科領域において市場規模の継続拡大

が期待され、其々に市場において製品・サービスを含め様々なニーズに真摯に対応していく事によりビジネス拡大

が可能と考えております。

　当社は、これら様々なニーズや課題に対応することにより、患者様のQOL向上に資する経営を行うべく、「最先端

の優れた医療機器の開発と販売を通じて医療に貢献する」という経営理念のもと、平成31年３月期（第47期）から

平成33年３月期（第49期）の３か年を実施期間とする中期経営計画「MODE2020」を策定しました。「MODE2020」は、

中期経営方針として「オーガニック成長領域における収益力の強化と、戦略成長領域における基盤を確立すると共

に、戦略実行体制の強化を図り、中長期的に利益の伴った持続的成長を実現する」を掲げ、その実現に向けた重点

施策である「製品開発力・製造力の強化」、「海外ビジネスの拡大」、「日本市場における注力販売製品分野のシ

ェア拡大」、「更なる効率化とSCM強化」を実行して参ります。

　一方、平成30年４月に国内で実施された償還価格引下げの影響による収益性低下の影響を極小化するために、売

上原価（製造原価）の更なる低減に向け、欧州を中心としたコスト競争力のあるベンダーからの調達拡大や、北米

子会社の自社製造能力拡大等による売上原価低減を進めて参ります。

以上のことから、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高15,750百万円、営業利益2,250百万円、経常利益

2,100百万円、親会社株主に帰属する当期純利益1,500百万円を予想しております。なお、連結業績予想の前提とし

ている対ドル為替レートは１ドル106円であります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、資本市場における財務情報の国際的な比較可能性の向上等、国際財務報告基準（IFRS）適用に

おける様々な影響を十分に検討しましたが、当面は日本基準を適用することとしております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,793,079 2,457,900

受取手形及び売掛金 3,963,937 4,406,539

商品及び製品 5,407,669 5,245,620

仕掛品 180,851 328,618

原材料及び貯蔵品 1,120,266 837,416

繰延税金資産 390,090 272,555

その他 161,056 110,395

貸倒引当金 △10,822 △11,982

流動資産合計 14,006,129 13,647,061

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 651,449 670,038

機械装置及び運搬具（純額） 247,772 206,208

工具、器具及び備品（純額） 3,781,720 3,618,563

土地 2,160,270 1,987,593

その他 26,144 15,773

有形固定資産合計 6,867,358 6,498,177

無形固定資産 102,174 85,632

投資その他の資産

繰延税金資産 489,772 582,062

その他 72,143 57,605

貸倒引当金 △15 △12

投資その他の資産合計 561,900 639,656

固定資産合計 7,531,433 7,223,466

資産合計 21,537,563 20,870,527
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 578,512 737,604

短期借入金 4,535,982 3,683,775

リース債務 94,344 67,674

未払法人税等 143,964 133,442

未払費用 282,557 316,068

未払金 178,933 316,078

割賦未払金 247,436 72,126

賞与引当金 179,664 165,697

役員賞与引当金 60,972 51,260

その他 211,225 12,327

流動負債合計 6,513,592 5,556,055

固定負債

長期借入金 1,403,672 710,141

リース債務 194,413 126,739

退職給付に係る負債 743,154 949,231

役員株式給付引当金 15,808 26,994

資産除去債務 26,675 26,611

長期未払金 420 －

長期割賦未払金 112,032 39,905

長期預り金 3,500 5,500

繰延税金負債 236,000 166,039

固定負債合計 2,735,676 2,051,162

負債合計 9,249,269 7,607,218

純資産の部

株主資本

資本金 3,001,929 3,001,929

資本剰余金 2,587,029 2,587,029

利益剰余金 6,365,607 7,605,845

自己株式 △78,289 △76,244

株主資本合計 11,876,276 13,118,559

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 18,500 6,730

為替換算調整勘定 478,776 311,312

退職給付に係る調整累計額 △105,622 △203,166

その他の包括利益累計額合計 391,655 114,877

非支配株主持分 20,361 29,872

純資産合計 12,288,293 13,263,309

負債純資産合計 21,537,563 20,870,527
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 13,629,522 14,807,726

売上原価 3,921,127 4,166,337

売上総利益 9,708,395 10,641,388

販売費及び一般管理費

販売促進費 314,603 319,067

運賃及び荷造費 234,749 282,095

広告宣伝費 55,432 68,962

貸倒引当金繰入額 223 1,157

給料及び手当 2,496,547 2,661,554

退職給付費用 77,121 81,369

法定福利費 242,110 248,835

福利厚生費 134,658 150,419

旅費及び交通費 282,003 332,038

減価償却費 819,028 901,619

研究開発費 480,146 594,881

租税公課 134,273 122,865

支払手数料 1,452,830 1,703,655

その他 1,074,785 1,127,518

販売費及び一般管理費合計 7,798,514 8,596,040

営業利益 1,909,880 2,045,347

営業外収益

受取利息 217 244

受取手数料 4,597 11,439

為替差益 － 49,395

その他 4,612 4,520

営業外収益合計 9,427 65,599

営業外費用

支払利息 117,367 124,176

手形売却損 899 －

為替差損 21,346 －

シンジケートローン手数料 11,344 12,436

その他 20,776 9,425

営業外費用合計 171,734 146,037

経常利益 1,747,573 1,964,909

特別損失

固定資産除却損 173,713 45,400

減損損失 － 186,654

特別損失合計 173,713 232,055

税金等調整前当期純利益 1,573,860 1,732,854

法人税、住民税及び事業税 209,551 288,017

法人税等調整額 234,919 6,900

法人税等合計 444,470 294,917

当期純利益 1,129,389 1,437,936

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△1,314 12,470

親会社株主に帰属する当期純利益 1,130,703 1,425,466
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 1,129,389 1,437,936

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 49,656 △11,769

為替換算調整勘定 △10,729 △170,423

退職給付に係る調整額 155 △97,544

その他の包括利益合計 39,081 △279,737

包括利益 1,168,471 1,158,199

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,161,446 1,148,688

非支配株主に係る包括利益 7,024 9,510
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,001,929 2,587,029 5,393,670 △26,280 10,956,348

当期変動額

剰余金の配当 △158,767 △158,767

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,130,703 1,130,703

自己株式の取得 △52,008 △52,008

自己株式の処分 －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 971,936 △52,008 919,927

当期末残高 3,001,929 2,587,029 6,365,607 △78,289 11,876,276

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △31,155 497,845 △105,777 360,912 13,337 11,330,598

当期変動額

剰余金の配当 △158,767

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,130,703

自己株式の取得 △52,008

自己株式の処分 －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
49,656 △19,068 155 30,742 7,024 37,767

当期変動額合計 49,656 △19,068 155 30,742 7,024 957,694

当期末残高 18,500 478,776 △105,622 391,655 20,361 12,288,293
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,001,929 2,587,029 6,365,607 △78,289 11,876,276

当期変動額

剰余金の配当 △185,228 △185,228

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,425,466 1,425,466

自己株式の取得 △188 △188

自己株式の処分 2,233 2,233

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 1,240,238 2,044 1,242,283

当期末残高 3,001,929 2,587,029 7,605,845 △76,244 13,118,559

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 18,500 478,776 △105,622 391,655 20,361 12,288,293

当期変動額

剰余金の配当 △185,228

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,425,466

自己株式の取得 △188

自己株式の処分 2,233

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△11,769 △167,463 △97,544 △276,777 9,510 △267,267

当期変動額合計 △11,769 △167,463 △97,544 △276,777 9,510 975,015

当期末残高 6,730 311,312 △203,166 114,877 29,872 13,263,309
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,573,860 1,732,854

減価償却費 930,047 1,014,742

貸倒引当金の増減額（△は減少） 223 1,157

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 50,292 42,667

退職給付に係る調整累計額の増減額（△は減
少）

21,749 23,343

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,434 △13,966

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 29,508 △9,712

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 15,808 13,420

受取利息及び受取配当金 △217 △244

支払利息 117,367 124,176

手形売却損 899 －

シンジケートローン手数料 11,344 12,436

為替差損益（△は益） △9,871 △21,814

固定資産除売却損益（△は益） 173,713 45,400

減損損失 － 186,654

売上債権の増減額（△は増加） △580,558 △483,978

たな卸資産の増減額（△は増加） △312,323 91,962

仕入債務の増減額（△は減少） △28,935 190,581

未払又は未収消費税等の増減額 259,552 △205,735

その他 120,087 210,346

小計 2,385,981 2,954,291

利息及び配当金の受取額 216 238

利息の支払額 △115,429 △78,982

シンジケートローン手数料の支払額 △12,563 △12,697

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △220,011 △300,317

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,038,193 2,562,533

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,056,376 △1,001,271

無形固定資産の取得による支出 △20,721 △15,723

その他 △1,272 960

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,078,371 △1,016,035

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 933,734 △498,735

長期借入れによる収入 500,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,142,082 △849,931

リース債務の返済による支出 △89,925 △94,344

セール・アンド・リースバックによる収入 209,912 －

割賦債務の返済による支出 △240,181 △247,436

自己株式の取得による支出 △52,008 △188

配当金の支払額 △159,444 △185,114

財務活動によるキャッシュ・フロー △39,996 △1,875,750

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,177 △5,927

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 923,003 △335,179

現金及び現金同等物の期首残高 1,870,076 2,793,079

現金及び現金同等物の期末残高 2,793,079 2,457,900
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当企業集団における事業の種類は「医療機器事業」の単一セグメントでありますが、報告セグメントは分離され

た財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対

象となっているものであります。

当企業集団は「整形外科分野を中心とした医療機器類」を製造・販売しており、日本には親会社である株式会社

日本エム・ディ・エム（以下「当社」という。）、米国には海外子会社Ortho Development Corporation（以下

「ODEV社」という。）が独立した経営単位として事業活動を展開しております。

　したがって当企業集団は、製造・販売を基礎とした地域別（国別）セグメントから構成されており、「日本」、

「米国」の２つを報告セグメントとしております。

　「日本」では、当社が整形外科分野における人工関節、骨接合材料、脊椎固定器具等製商品を主にODEV社、その

他販売提携契約等に基づき国内外メーカーから仕入れ、日本国内において販売を行っております。また「米国」で

は、ODEV社が人工関節、骨接合材料、脊椎固定器具等の開発製造を行い当社に対して製品供給を行うとともに、独

自に米国市場を中心に人工関節、脊椎固定器具製品の販売を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相場によ

り円貨に換算しております。換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額(注)1,2

連結財務諸表
計上額
(注)3日本 米国 計

売上高

外部顧客への売上高 9,063,313 4,566,209 13,629,522 － 13,629,522

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 2,380,974 2,380,974 △2,380,974 －

計 9,063,313 6,947,183 16,010,497 △2,380,974 13,629,522

セグメント利益 1,062,425 494,090 1,556,516 353,363 1,909,880

セグメント資産 13,260,008 7,896,677 21,156,685 380,877 21,537,563

セグメント負債 4,030,987 5,220,083 9,251,070 △1,800 9,249,269

その他の項目

減価償却費 469,089 498,576 967,665 △37,618 930,047

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

363,514 762,740 1,126,255 △19,162 1,107,092

（注）１ セグメント利益、セグメント資産、セグメント負債及びその他の項目の調整額には、セグメント間取引消去

額を表示しております。

２ セグメント資産の調整額380,877千円には、全社資産の金額2,717,455千円（その主なものは、当社の現金・

預金であります。）、及びたな卸資産の調整額936,666千円が含まれています。

３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額(注)1,2

連結財務諸表
計上額
(注)3日本 米国 計

売上高

外部顧客への売上高 9,545,525 5,262,201 14,807,726 － 14,807,726

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 3,092,777 3,092,777 △3,092,777 －

計 9,545,525 8,354,978 17,900,503 △3,092,777 14,807,726

セグメント利益 959,976 1,002,778 1,962,754 82,592 2,045,347

セグメント資産 13,516,298 7,550,752 21,067,051 △196,524 20,870,527

セグメント負債 3,421,353 4,298,813 7,720,166 △112,948 7,607,218

その他の項目

減価償却費 520,588 537,155 1,057,743 △43,001 1,014,742

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

585,661 460,370 1,046,031 △50,612 995,419

（注）１ セグメント利益、セグメント資産、セグメント負債及びその他の項目の調整額には、セグメント間取引消去

額を表示しております。

２ セグメント資産の調整額△196,524千円には、全社資産の金額2,368,020千円（その主なものは、当社の現

金・預金であります。）、及びたな卸資産の調整額929,398千円が含まれています。

３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

決算短信（宝印刷） 2018年04月26日 09時40分 15ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



株式会社日本エム・ディ・エム(7600) 平成30年３月期 決算短信

― 14 ―

【関連情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

当企業集団における事業の種類は「医療機器事業」のみであるため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

当企業集団における事業の種類は「医療機器事業」のみであるため、記載を省略しております。

　

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

(2) 有形固定資産

　 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

　 該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計 調整額
連結財務諸表

計上額
日本 米国 計

減損損失 186,654 － 186,654 － 186,654 － 186,654
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他 全社・消去 合計

日本 米国 計

当期償却額 － － － － △10,828 △10,828

当期末残高 － － － － 14,837 14,837

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他 全社・消去 合計

日本 米国 計

当期償却額 － － － － △10,992 △10,992

当期末残高 － － － － 3,513 3,513

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

該当事項はありません。

　
　

(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 464円72銭 501円24銭

１株当たり当期純利益金額 42円78銭 53円99銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

潜在株式が存在しないため記載して
おりません。

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,130,703 1,425,466

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

1,130,703 1,425,466

普通株式の期中平均株式数(株) 26,427,599 26,400,409

（注）株主資本において自己株式として計上されている役員向け株式交付信託に残存する自社の株式は、１株当

たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度60,694

株、前連結会計年度33,600株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数

は当連結会計年度59,627株、前連結会計年度62,400株であります。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。
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４．その他

役員の異動

①代表者の異動

該当事項はありません。

②その他の役員の異動（平成30年６月21日付予定）

新任取締役候補

　 取締役 中垣 紳司

　退任予定取締役

　 取締役 鈴鹿 純一
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